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研究成果の概要（和文）：　脱植民地化と工業化に関し、台湾・韓国間で比較検討して三つの相違点を析出し
た。すなわち、①旧日本資産の多くが民営企業に払い下げられた韓国と、旧日本資産の多くが公営企業化された
台湾、②米国援助資金が財閥系企業に優先的に配分された韓国と、米国援助資金が公営企業に優先的に配分され
た台湾、③財閥系民営企業による寡占が多くの産業で確認される韓国と、川上産業における公営企業による独
占、川下産業における激しい民営企業間競争が確認される台湾、である。これら相違点が有する経済史的意義に
ついて検討した。

研究成果の概要（英文）：　Regarding decolonization and industrialization, three points of difference
 between Taiwan and Korea were extracted. Namely, (1) South Korea, where most of the assets of 
former Japan were sold to private companies, and Taiwan, where many of the assets of former Japan 
were turned into public companies, (2) South Korea, where US aid funds were preferentially allocated
 to chaebol private companies, Taiwan, where US aid funds were allocated preferentially to public 
companies; (3) South Korea, where oligopoly by chaebol private companies has been seen in many 
industries; Taiwan, where monopoly by public companies has been seen in upstream industries and 
fierce competition among private companies has been seen in downstream industries. This study 
examined the economic historical significance of these differences.

研究分野：経済史
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　輸出志向工業化の担い手に関しては、韓国は大規模財閥系民営企業であったのに対し、台湾は中小規模民営企
業であったという相違点は以前より認知されていた。本研究はその相違点を形成した史的要因を明らかにした。
つまり、農地改革による脱植民地化過程で既述した第一の相違点を形成し、輸入代替工業化期において、ひたす
ら輸入材を加工する都市工業において資本蓄積を進めた韓国と、農村工業から都市工業への資本移転をともない
ながら資本蓄積を進めた台湾との相違が第二・第三の相違点を形成し、その結果、輸出志向工業化の担い手に関
する相違点につながった因果関係を明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
  
日本植民地経済史研究の課題として、（1）各研究が個別地域に特化し、横断的な視野が乏しい
という点が指摘されて久しかった。また、（2）戦後の経済成長との関係も問題意識に含めるべき
だという指摘も継続的になされていた。個人の研究能力ではこれら 2つの課題に対応し難いが、
「脱植民地化と米国援助」という研究課題を、台湾経済史研究者（湊）と朝鮮経済史研究者（竹
内）が分業体制で取り組めば達成可能な課題と判断した。台湾と朝鮮南部（韓国）の脱植民地化
過程を比較検討することによって（1）の課題に対応し、両地域における米国援助の具体的運用
過程を比較検討することによって（2）の課題に対応することを試みた。 
 農地改革を含む旧日本資産の払下げに関し、台湾については劉進慶（1975）『戦後台湾経済分
析』東京大学出版会などがあり、朝鮮南部（韓国）については谷浦孝雄（1966）『韓国の農業と
土地制度』日本国際問題研究所などの先行研究があった。そこでは、農地改革の具体的過程が検
証され、農民負担の多寡が議論されている。米国援助に関する先行研究では、台湾については
Neil H. Jacoby, U.S. Aid to Taiwan: A Study of Foreign Aid, Selfhelp, and Development, 
New York : Praeger, 1966 などがあり、韓国については高賢来（2018）『冷戦と開発：自立経済
建設をめぐる 1950 年代米韓関係』法政大学出版局などがあった。米国援助が外貨制約を緩和す
るとともに財政赤字に陥ることを防ぎ、両地域に経済発展をもたらしたという見解が主流であ
る。しかし、これら先行研究の分析対象時期は農地改革時のみ、米国援助期のみというように当
該期間のみに設定されてきた。これらに対して本研究は長期的視点に基づき、脱植民地化過程と
米国援助について、朝鮮南部（韓国）と台湾を比較検討することにより、新たな知見を得ようと
するものであった。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は以下の 2 点においた。まず、脱植民地化過程を経て再編された国内資本につ
いて比較検討し、戦後工業化の初期条件として、台湾・韓国の共通点と相違点を析出する。その
うえで、農地改革の内需への影響も比較検討し、再編された国内資本が内需を基盤として成長し
得る条件がどれほど整っていたのか、あるいは既に限界が生じていたのかについて、明らかにす
る。換言すれば、（1）旧日本資産の接収・処理と国内資本の再編、（2）米国援助資金・資源の配
分と国内資本の育成、といった論点を中心に明らかにすることを本研究の目的とした。この目的
を達成するため、終戦から 1950年代にかけた台湾・韓国経済の復興・成長過程を、米国の対外
援助政策との関連で比較検討し、アジア冷戦構造の中で台湾・韓国が脱植民地化を模索しつつ、
米国援助を利用して工業化を進展させた過程について明らかにすることを試みた。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は政府や企業の一次資料を収集し、経済史の手法でその資料を加工・検討したうえで、
比較検討を試みた。先述した研究目的を達成するため、米国国立公文書館（ＮＡＲＡ）等に所蔵
される対外援助関連資料より資金供給側の検討を行った。さらに、台湾に関しては研究代表者
（湊）が担当し、中央研究院近代史研究所档案館や国史館台湾文献館などに存在する米国援助関
連資料や被援助企業関連資料より資金需要側の検討を行った。朝鮮南部（韓国）に関しては研究
分担者（竹内）が担当し、国立中央図書館などに存在する米国援助関連資料や被援助企業関連資
料より資金需要側の検討を行った。両者が検討した結果に基づき、その検討結果を比較し、共通
点および相違点を析出した。 
 
４．研究成果 
 
 1950 年代末に国内市場の飽和に直面し、輸入代替工業化から輸出志向工業化へ転換したこと
については台湾・韓国に共通した一方で、1960 年代以降における輸出の担い手に関しては、韓
国は大規模財閥系民営企業であったのに対し、台湾は中小規模民営企業であったという相違が
あったことについては、多くの先行研究が指摘するところであった。本研究は台湾・朝鮮南部（韓
国）との比較検討によって三つの相違点を析出し、その相違点が有する経済史的意義について検
討した。すなわち、（1）旧日本資産の多くが民営企業に払い下げられた韓国と、旧日本資産の多
くが公営企業化された台湾、（2）米国援助資金は財閥系企業に優先的に配分された韓国と、米国
援助資金は公営企業に優先的に配分された台湾、（3）財閥系民営企業による寡占が多くの産業で
確認される韓国と、川上産業における公営企業による独占、川下産業における激しい民営企業間
競争が確認される台湾、という三つの相違点についてである。 
 本研究で着目した相違点の契機の一つは農地改革期にさかのぼり、小作農から自作農に転換
した小農にとって地価・地租の支払いは高負担であったことは台湾・朝鮮南部（韓国）に共通で



あったが、高負担であったが故に国内農村市場が狭隘であった韓国とは異なり、台湾は高負担に
もかかわらず国内農村市場に厚みがあった。輸入代替工業化期において、ひたすら輸入材を加工
する都市において工業化を進めた韓国と、農村から都市への資本移転をともないながら工業化
を進めた台湾との相違が、輸出志向工業化の担い手に関する相違点につながった可能性を指摘
した。 
 以上の通り、本研究は、脱植民地化・工業化過程において台湾・朝鮮南部（韓国）との間で認
められる複数の相違点について、経済史的要因に基づく因果関係を明らかにした。 
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